
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

生立上宣利量勘法人 サニーサイド
1 事業の成果
令和 3年度も、令和 2年度から引き続く新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、新型コロナ

ウイルス等感染予防対策を中心に取組ました。社内研修、マスクや消毒液のほか防護服一式等の

感染予防対策品を確保し、非常時に備え感染拡大防止に努めました。新たな変異株による爆発的

な感染者の増加や、それに伴う緊急事態宣言の発令も度々続き、利用者 。その家族との接触を控

えるご家庭、また各種イベントの中止や施設等も休館となり外出を自粛し自宅で過ごされる利用

者が増えた為、支援をキャンセルせぎるを得ない状況が続きました。

在宅介護では、さらに医療的ケアを必要とする利用依頼も多くなり、東京都介護職員等によるた

んの吸引等の実施のための研修 (特定の対象者)や、必要資格を受講する介護者も年々増えてい

ます。

介護者、就労支援員など人材育成のための研修、介護従事者の喀痰吸引、経管栄養などの医療的ケア

の整備なども引き続き行つてまいります。

年々福祉の仕事をする人材が減少していく状況下、分担・工夫をして事業を運営してきました。

地域との連携、福祉、医療とも繋がることでできる支援もたくさん学べた年になりまし

人材不足は解消されることはなく、サービス提供できないことも多々ありました。従事者それぞれが

支える意識をしっかり持たなくてはならないと感じた年になりました。全体の収益は、前年度と比べ

多少の増加は見られました。

就労の事業については、移行支援、継続支援 A型からは今年度は 1名ずつ就職者が出ました。作業員、

支援員共に人員不足が続き改善にはつながりませんでした。A型での物販は減りました。昨年度の掃除

の事業を継続して行っています。

長引くコロナ禍や戦争などによる不安感が蔓延 し、少なからず誰もが影響を受け、落ち着かない 1年

でした。そのような状況下でも安定して通所された利用者さんが、ご自分に合った仕事に就くことが

出来ましたが、しかし「就職してそれで終わりではない」ことを痛感した 1年でもありました。

相談支援事業は、昨年度同様、介護業務と兼務しながら取り組んでいます。

新型コロナウイルス感染症の影響により、電話でのモニタリングを希望する方には、そのように対応

致しました。利用者数の増減があり、介護保険へ移行される方や遠方のグループホームで生活の拠点

を変えた方もおられました。相談支援の重要性と難しさを感じました。令和 3年度は、現任研修が 1

回だけ現地で行い、リモー トで研修することや基幹のきららやういんぐで課題を行う内容もありまし

た。現在の利用者で病餞を受け入れられずにいる方、問題行動のある方、病状が安定せず、支援関係

者と連携を常にしている方等、対応しています。



子育て事業・地域交流活動は、新型コロナウイルスの影響により、感染拡大防止の為に、イベン

ト等全て中止致しました。今後は、検討会議等を行う予定です。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 1,000 】千円)
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

ホームヘルパ
ー派遣事業

自費による介護派遣緊急
一時保護による介護派遣

毎 日

24時間

練馬区

東村山
10人

自費に

よる介

護依頼

の利用

者

5人 1,641

介護保険
訪問介護事業 介護保険

訪問介護
毎 日

24時間

練馬区

世田谷区

東村山市
11人

介護依

頼の利

用者

9人 3,475

介護保険居宅
介護支援事業

ケアプラン作成 毎月

練馬区

世田谷区

東村山市
0

子育てが成長
する過程で親
が関わりきれ
ない部分を親
と一緒になっ
て関わってい
くプログラム

皇
開催する事

講演会 (発達が気になる子

喜ル
の行動理解と発達支 随時 練馬区 0人

練馬区

公共施

設

0人 0

障害者や高齢
者の 日常生活
の中で必要と
する介護や 日
常生活用品、
住宅改造の方
法およびその
制度の相談

介護や 日常生活用品の相
談等 随時 近隣 0 0 0

住宅改修事業 住宅改修等の相談 随時 近隣 0 0 0

介護保険福祉
用具貸与事業

介護保険福祉用具貸与 随時 練馬区 0 0 0



福祉用具販売
事業 介護用グローブ 随時 練馬区 0 0 0

障害者総合支
援法に基づく
障害者福祉サ
ービス事業

障害者総合支援法による
介護派遣

毎 日

24時間

練馬区

世田谷区

東村山市

東久留米

市

西東京市

36人 36人 介護依頼の利用者
58,631

障害者総合支
援法に基づく
相談支援事業

サービス等利用計画作成、
一般相談 随時

練馬区

新宿区

江戸川区

清瀬市

西東京市

人王子市

2人 29人 970

障害者総合支
援法に基づく
地域生活支援
事業

地域生活支援事業による
移動支援事業

日中のガ

イ ド̂、ル

プ

練馬区 20人

介護依

頼の利

用者

31人 5,593

障害者総合支
援法に基づく
就労移行支援
事業

障害者の就労移行支援
就労定着支援

平 日

週 5日

練馬区

近隣
6人 4人 5,779

障害者総合支
援法に基づ く
就労継続支援
A型事業

障害者の就労継続支援
平日

週 5日

練馬区

近隣
11人 10人 21,458

地域で生活す
る人が障害者
(児 )に 理解
を深めるため
の交流活動

クリスマスイベント

年/1回

練馬区

板橋区

東村山市

新座市

0人 0
0

(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)
載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

費
⊃諜［



書式第 13号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

令和 3年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人サニーサイ ド

B

1)
ホームヘルパー派遣事業
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

1,458,000
183,000

3,059,200
415,803

介護保険 訪問介護
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

介護保険 居宅介護支援事業

子育て支援事業

障害者、高齢者が必要とする住宅改修の方法と相談

住宅改修事業

介護保険福祉用具貸与事業

福祉用具販売事業

障害者総合支援介護給付

正会員受取
賛助会員受 費

費

会

△
一（
輪̈
＾

2 受取寄附金
受取寄附金

施設等受入評価益

3 受取助成金等
受取補助金

ホームヘルパー派遣事業 (一時特例介護 )
介護保険 訪間介護
介護保険 居宅介護支援事業
子育て支援事業
障害者、高齢者が必要とする住宅改修の方法と相談

住宅改修事業
介護保険福祉用具貸与事業
福祉用具販売事業
障害者総合支援介護給付

相談支援事業
地域生活支援事業 (ガイ ドヘルプ)

助成金収入
補助金収入

就労移行支援事業
就労定着支援事業
就労継続支援A型事業
地域交流活動

4
3,113,878
8,597,884

0

0

0

0

0

0

102,654,153
1,586,638'

12,853,250
300,000
1,958,000
2.358.3301

304,3701

12,664,348
0

5~7雨
‐
百万収益
受取利息
貸付利息
青オニ売上高
赤オニ売上高
雑収入

538

49,548
421.9111

11.535,7401

9,6901

12.017,427

「

収 益 計

A

経 常 費 用
]頭

■ 自 ]■■■



ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

相談支援事業
相談支援専門員人件費
サービス提供責任者人件費

地域生活支援事業 (ガイドヘルプ)
ヘルパー人件費
コーディネータ人件費

就労移行支援事業
支援員人件費
サービス管理責任者人件費
利用者工賃

就労定着支援
支援員人件費

就労継続支援A型事業
支援員人件費
サービス管理責任者人件費
利用者賃金

地域交流活動

52,383,800
6,248,000

820,000
150,000

4,703,500
890,000

3,135,700
2,350,000
294,152

185,000

13,145,330
1,991,370
6,321,372

2
(1)人
職員、登録ヘルパー手当
事務員人件費
賞与

賞与 (就労支援 )
退職給付費用
福利厚生費
福利厚生費 (就労支援 )

(2)法定福利費
通信費
通信費 (就労支援 )
荷造 運賃
荷造 運賃 (就労支援 )
水道光熱
水道光熱
旅費交通
旅費交通
広告宣伝
広告宣伝
事務消耗
事務消耗
備品消耗品費
備品消耗品費 (就労支援)
感染症対策備品
感染症対策備品 (就労支援)
新聞図書費
新聞図書費 (就労支援 )
印刷 経費
印刷 経費 (就労支援 )
修繕費
修繕費 (就労支援 )
家賃、地代
家賃、地代 (就労支援 )
車両燃料費

2,800,000
2,689,643
13,984,945
1,232,104

0

1,151,748
15,309

12,721,

1,342,

299,

1,

4,

188,

1,190,

971,

803,

630,

15,217,049

1.167.057

12.721,980
1.641,853

5,930

1.378.284

1,774.879

633.300

481.282

1.079.563

149.899

23.527

980
086
767

880
050

＞

＞

＞

援

援

援

援

支

支

支

支

労

労

労

労

就

就

就

就

＜

く

　

＜

　

＜

費

費

費

費

費

費

費

費

品

品
355,

125,

1,024,

54,

149,

169

115

739

140

3001

01

5171

765

651

912
899
0

110

4171

2,

21,

(2)その他経費
事業費
期首棚卸高
青オニ仕入高
赤オニ仕入高
期末棚卸高

6.248.557

834,926
11,086
6,552,043
-1. 119.498

き費計 103.982.784
「理費

0

15,400
339,847
126,460
1,695,300
4,260,000
86,258

15,

466.

5,955,

237.

307



車両燃料費 (就労支援 )
保険料
保険料 (就労支援 )
租税 公課
租税 公課 (就労支援 )
議会費
慶弔見舞金
リース料
リース料 (就労支援 )
支払手数料
支払手数料 (就労支援 )
管理 諸費
管理 諸費 (就労支援)
減価償却費
減価償却費 (就労支援 )
貸倒引当金繰入
雑費
雑費 (就労支援)
固定資産除却損
雑損失
雑損失 (就労支援 )

150,882
945,712
255,4101

3,2691

15,900
240,000
18,300
82,720.

364,0801

206,9051

36,321
290,990
338,000
0

151,207

1,201.122

19,169

2“,0∞
18,300
446,800

243,226

628,990

151.207

140,000
814,541
700,051
0

21,250
45,608

140.000
1,514.592

0
66,858

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

2 の

150,339,884
157.088.441
1.319.837

130,000

130.000

C

正

災害損失
固

D

当 期 経 常 外 増 減 額 C D 1

;1前 当 期 正 味 財 : , 漏

及 び人 民

正

800

)― ( + 67.494.708

=』

1・I.::

書  用  計

:  冑宙  タ

繰入金収入

増  タ
摯 嘴富 タ

吉 外 費

957.037

(4〕

⑤



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サニーサイ ド

60,355,571

230,217

(2

3,468,054

2
1 ) 形

その

現金
預金
売掛金
未収金
貸倒引当金
棚卸資産

商品
前渡金
立替金

23,936,896

1,149,498

560,347

29,399
1

200,817

869,000
2.599,054

4,819,734
55,535,837
24,076,896

0
-110,OC)0

1,149,498
519,623
40,724

建物附属設備
車両運搬具
什器備品

敷金
長期貸付金

【A】 資 ①+② 89,700,583産 合 計

買掛金
従業員給料、利用者賃金、工賃未払金

賞与
社会保険
光熱費、使用料金未払金
その他の補助
預り金 (雇用保険、社会保険、源泉所得、市区民税)
積立金 (手数料 )
仮受金
未払法人税等

2

+

1

-1

21,713,075

713

56,611
9,953,061
6,570,851

0

166,107
3,528,331
511,029
434,285
0

492,800

正 味 財 産 の 部
正

957 037
67,030,471

B-2

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 89,700,583

ゴ■||||||||||IF用 |||IEli■日||1目||||ロロ.1ロロ
『
ヨ円目|||■

|

合計  ・ ・・ ③



書式第 16号 (法第 28条関係 )

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 サニーサイド

(単位 :円 )

によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2,固 定資産の減価償却の方法
車両運搬用具及び什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生している

と認められる金額を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて

計算しています。
・貸倒引当金

介護派遣の利用者負担金の平均月額で未払があった場合に算定している。

)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスを受入れは、活動計算書に計上しています。

(5)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方法式よっています。

2.事業別損益の状況

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職給付費用

福利厚生費
法定福利

賞与

人件費計
(2)その他経費
光熱費

旅費交通費
通信費

車両燃料費

保険料

修繕費

諸経費

減価償却費

その他経費計
経常費用計

科 目
ホームヘル
パー派遣事業

介護保険訪間
介護事業

子育て支援事
業

障害者福祉介

護サー ビス事

業

障害者福祉相
談支援事業

地域生活支援
支援事業

小計

3,113,878 8,597,884 0 102,654,153 1,586,638 12,853,250 128,805,803

3,113,878 8,597,884 102,654,153 1,586,638 12,853,250 128,805,803

1,641,000

0

16,614

156,943

926,374

3,475,003

0

20,922

115,264

997,924

3 00

0

0

0

0

0

58,631,800

0

869,718

4,818,560

9,655,656

970,000

0

15,114

628,653

426,374

5,593,500

0

92,992

1,911,639

616,374

70,311,303

0

1,018,360

7,631,059

12,622,702

2,740,931 4,609,113 3,000 73,975,734 2,040,141 8,214,505 91,583,424

22,065

89,514

75,058

8,445

52,312

21,332

184,200

500

21,265

49,593

81,058

9,471

62,312

22,191

167,600

500

500

500

10,000

0

500

500

400

50

63,265

294,255

638,309

29,014

480,318

106,010

1,979,436

3,100

22,065

109,193

88,058

16,445

64,312

29,952

312,000

1,000

22,065

119,893

155,752

9,895

209,312

60,502

884,600

1,000

151,225

662,948

1,048,235

73,270

869,066

240,487

3,528,236

6,150

453,426 413,990 12,450 3,593,707 643,025 1,463,019 6,579,617

3,194,357 5,023,103 15,450 77,569,441 2,683,166 9,677,524 98,163,041



内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

(単位 :円

5.固 定資産の増減内訳
円 )

6.借 入金の増減内訳
(単位 :円 )

役員及びその近規者との取引の内容

役員及びその近規者との取引は以下の通りです。

(単 円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の技分方法

７
，

8

減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得

2,836,300

2,057,494

540,127

253,957
2,836,300

1,896,555 160,939

4,732,855 160,939 4,893,794 794,084

有形固定資産

構築物

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人サニーサイド

A
1

莞勿:刈
晰

亥
麟
♂…の担の情助

4.819,734
0

20,428,863
21,670,015
3,600,934
859

9 835 166 60

607.590
1,283.931
17,037.670
1,981,882
690,384
2,177,071
62,496
215,062
20,810 24,076,896

0
-140.|,0(,

519.623
40,724

23.936,896

560,347

一産
ロコ一廠商

1,149,498    1,149,498

2
1

車両運搬具

建物付属設備

1

29

什器備品
パソコン

敷 金

869 000

長期貸付金
2,599,054

【A】 資 産 合 計 ①+② 89.700.583

|- 1

塁電:ツ駿
コピ~機

アスクル
.

賞与

預{雪]][歪:::
仮予

重F手蟻倉
保険.源泉徴収税等

56.611 56,611

20.218.350

買掛金

未払い法人税等 617,600

9,953,061
96,592
69.5151

。
|

6.570,8511
0

3.528.331

386.229
434,285

ol

未払金
従業員給料、利用者工賃未払金 (4月 支払予定)

:tl

【:

固

Ｆ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ
壼

21.713.075【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ―【B-1】 67.987.508

ヨ 三日|■■||■|“コ||IFI■ロロ ロ‐ :日1日||‐■|:日||
|ID」■ヨ||口 IE』

_lII

:ilT71■1                                      ■EX壼要瑠

■EITFWⅢ

■|■111EL]IE】 IE:〕

口|[]
了■1_711 ■□nttI蝸



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和3年度年間役員名簿 (1,事業年度において役■であつたことがある全員の氏名及び住所又は居籠並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を,載 した名簿)

特定非営利活動法人サニ―サイド

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)氏   名

1 運)・ 監事
サ トウマリコ 令和 3年

令和 4年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年・   月   日佐藤真理子

2 廼∋■監事
ベッシニイナ 令和 3年

令和 4年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年  月  日別司新奈

3 範3)・ 監事
t* =Y? =i l-

大西誠

令和 3年

令和 4年

4月 1日

3月 31日

年  月  日

年:   月   日

4 (3)・ 監事
トクナガエミコ

徳永恵美子

令和 3年

令和 4年

4月 1日

3月 31日

年   月 日

日年 月

5 理事・∈ )
シゲノブヨシエ

重信好恵

令和 3年

令和 4年

4月 1日

3月 31日

年

年

月

月

日

日

6 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年 月

月

日

日年

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年   月   日

8 理事・監事
年

年

月

月

日

日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事
年 月

月

日

曰年

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年

年

月   日

月   日

年   月   日

年 月 日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 ニーサ
ド
ト

氏   名

1
佐藤真理子

2 別司新奈

3 重信好恵

4 豊田幸江

5
徳永恵美子

6 普門江利

7
田村和也

8 長島奈保美

9 草地直

10 大西誠

11
梶谷周平

12 三浦健



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人

氏    名

13
桑野廣子

14
西澤祥美

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24


